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派が決められるわけです。議員の任期を長期間固定することは国会に
よって内閣総理大臣を選任することから総理大臣を長期間固定すること
であり、 憲法上独裁者を認めることになります。いつ平常に戻るかわか
はわかりません。議員の任期は、国民が一定の期間議員の活動を監視
し、これに対する判断を次の選挙で国政に反映するための制度であり、
国民主権の根幹をなすものです。議員の任期延長はこれ民主主義の根幹
を害するものと思います。

質問５－1　「「大災害」って？」
　質問１のとおりです。ここでは、質問の趣旨が６４条の２の適用要件
を聞くものとして回答します。要件①が「大規模な災害により」、②が
「選挙の適正な実施が困難であると認めるとき」です。②について、通
常災害の場合、被災者が被災地以外に避難して選挙人名簿のあるところ
で投票することが困難になります。これは選挙の適正な実施が困難であ
るときです。つまり、通常の災害の場合にも広く適用することが可能で
す。更に、災害の時期について限定がないので、現在も３万人以上の避
難者がいる東日本大震災を理由にして任期延長が直ちに出来ることにな
ります。

質問６　 今まで日本にはこういう規定がなかった
けど、それで困ったことってあったっけ？

 私は阪神・淡路大震災で事務所が全壊して以降、２７年間災害とその法
制に関わってきましたが災害で緊急政令や任期延長の制度がなくて困っ
たことは一つもありません。憲法改正の意見を持つ人との公開討論など
で、いつの、どこで発生した災害で、具体的にどのように困ったのです
かと聞きますが答えられる人はいません。抽象的に大災害では必要だと
言うだけです。
　 東日本大震災の時、地方議会議員の選挙が実施できず任期延長の法律
が出来たのでこれを理由にする人がいます。しかし，国会は二院制であ
り、衆議院が解散中に大災害が起きても、参議院の緊急集会が一時的に
国会を代替することが出来るという規定が憲法にあります。これに対し
て地方議会は一院制でこの様な制度はないので任期延長が必要なので
す。地方議会の議員の任期延長の制度は国会の議員の任期延長の理由に
はなりません。

質問７　 緊急事態で内閣に権限が集中すると、ど
んないいことがあるのかな？

　 制度を検討するなら、メリットだけでなくデメリットも考えてくださ
い。両者を比較して制度全体が理解できます。権力の集中によるメリッ
トは、法律の制定と法律の執行の主体が同一機関になるので権力行使の
効率化を図れると言うことです。他方で、デメリットは、権力が極度に集
中することによって権力濫用の危険が生じると言うことです。また，人権
保障が停止されるので人権侵害の危険が極めて高いと言うことです。

　 緊急事態条項は、権力分立を停止する制度です。権力分離の趣旨は、
三権が相互に牽制することによって国民の自由を守ると言うことです。そ
こには、人は誰でも権力を持ちたがり、一旦権力を持てばこれを濫用す
るという人間の性に対する鋭い洞察があるのです。よく、「ウクライナ
を侵略しているプーチン大統領が頭がおかしくなった」と言う人がいま
す。そうではなく，権力とはああいうものなのです。つまり，ロシアには
権力分立がないのです。だから誰もプーチン大統領を止められないので
す。国家を止められるのは国家だけなのです。
　 権力分立は、「人間は弱いんだよ。失敗するんだよ。」という人間性
の本質を見通してつくられた、いわば「大人の制度」なのです。緊急事態
条項はこの権力分立を停止し、更に、人権保障を停止する制度です。権
力濫用の危険と、人権侵害の危険が極度に高まる制度なのです。これは
ナチスドイツや日本の戦前のように歴史が証明しています。　

質問８　どうしてこれが緊急事態なの？とか、内閣
が作った政令おかしんじゃないのと思ったとき、
どうやったら直してもらえるのかな？国民は何がで
きるのかな？

　 内閣が作った政令を直してもらう制度はありません。前記の通り、権
力分立が機能していれば、政府に対して国会が抑制して作り直しを働きか
け、また、政令と矛盾する法律を制定して政令の効力を失わせられます。
また，裁判所が裁判で違憲立法審査権を行使して政令を無効にすること
が可能です。
　 米国の場合は、厳格な権力分立制なので、議会が大統領を是正するこ
とが出来、また、司法権の独立が認められているので裁判所が違憲立法
審査権を行使して是正できます。しかし、日本は、議院内閣制を取ってお
り、国会の多数派が総理大臣を選出して内閣を形成するので国会は政府
を充分抑制できません。また、裁判所は「統治行為論」、つまり，高度
の政治性のある国家行為には違憲立法審査権は及ばない（憲法問題は通
常政治性のあるものです）という最高裁の判決が下されたため、裁判所
は違憲立法審査権をほとんど行使できなくなりました。以上から、権力
濫用や人権侵害の危険性が高く、また、これを是正することも制度上で
きないのです。よって、日本では緊急事態条項を憲法に設けることをして
はならないと考えます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　　　いくつ答えられるかな？
　　　　　　その前に考えてみて！

―今の憲法で何か困ってる？
―困ってなかったら改憲しなくてもよくない？

†   永井幸寿弁護士に聞きました   ¢

《著書紹介》

•『憲法に緊急事態条項は必要か』（岩波ブックレット）
•〈対論〉緊急事態条項のために憲法を変えるのか
小林節共著（かもがわ出版)
•よくわかる緊急事態条項Ｑ＆Ａ―いる？いらない？憲法９条改
正よりあぶない！？（明石書店）など



質問１　緊急事態って何？　そもそも何が緊急事態となり、
大災害にあたるのでしょうか。その要件とは何でしょうか？

　「大災害にあたるのでしょうか」とは、改憲案７３条の２、１項の
「異常かつ大規模な災害」とはどのような場合かという意味だと思いま
す。 

　実は，「異常かつ大規模な災害」だけでは要件は不明確であり、拡大
解釈することが可能です。近時の異常気象による集中豪雨などは過去に
例のない災害が多発しておりこのような場合も「異常」な災害といえ、
また、「大規模」には具体的な基準がありません。文言上、例年発生す
る台風被害でも適用は可能と思われます。

　「その要件とは何でしょう」の意味は緊急事態条項発動の要件という
意味だと思います。文言上は、①異常かつ大規模な災害により、②国会
による法律の制定を待ついとまがないと認める特別の事情があるときで
す。

　①は述べたので，②がここで問題となります。後記の通り、緊急事態
条項が発動されると、内閣が法律と同じ効力のある政令を制定できるこ
とになるので、国会を唯一の立法機関とする憲法４１条に違反すること
になります。そこで、これに違反しないためには、国会が機能しない極
めて例外的な場合、つまり、衆議院が解散中で、臨時国会や参議院の緊
急集会も開催できない場合に限定しなければなりません。とすれば，②
の国会による法律の制定を待ついとまがないときとは余りにも広すぎま
す。また、「待ついとまがあるか」、つまり「待てるか待てないか」は
極めて主観的な基準であり恣意的な適用の危険があります。以上から，
要件としては適切ではありません。

質問２　緊急事態と判断するのは誰？
　  ７３条の２では、「内閣は」とあるので、内閣です。６４条の２では
「国会」とあるので国会です。

質問３　緊急事態はいつ始まっていつ終わるの？
　 ７３条の２では内閣が決定したとき始まり、内閣が決定したとき終了
することになります。これでは国民の知らない間に緊急事態条項が発動
され、知らない間に持続することになりますが、緊急事態条項は政府に
過 度に権力を集中し、国民の人権を大幅に制約する制度なので、いつ始
まっていつ終わるかが国民に見える形になる必要があります。緊急事態

　　左の「緊急事態対応」を読んで、質問に答えてみよう！自民党改憲４項目の【緊急事態対応】
　第７３条の２

　（第１項）大地震その他の異常かつ大規模
な災害により、国会による法律の制定を待つ
いとまがないと認める特別の事情があるとき
は、内閣は、法律で定めるところにより、国
民の生命、身体及び財産を保護するため、政
令を制定することができる。

　（第２項）内閣は、前項の政令を制定した
ときは、法律で定めるところにより、速やか
に国会の承認を求めなければならない。

　（※内閣の事務を定める第７３条の次に追
加）

　第６４条の２

大地震その他の異常かつ大規模な災害によ
り、衆議院議員の総選挙又は参議院議員の通
常選挙の適正な実施が困難であると認めると
きは、国会は、法律で定めるところにより、
各議院の出席議員の３分の２以上の多数で、
その任期の特例を定めることができる。

　（※国会の章の末尾に特例規定として追
加）

※【自民党大会】「改憲４項目」条文素案全文」 (産経
新聞 2018.3.25)より

自由民主党憲法改正推進本部「憲法改
正に関する議論の状況について」など
の資料もQRコード頁に掲載してあり
ます。

宣言が設けられれば、国民には緊急事態宣言の発動と持続が明確となり、
その間の政府の権限行使を監視し、表現や投票によって是正することが出
来ます。 更に，緊急事態宣言に国会の同意が必要であるとすれば国会の政
府に対する民主的な統制がはたらくことになります。自民党案にはそれが
ないので大変問題です。

質問４　 緊急事態の時、内閣が政令を作るんだけ
ど、そのあと国会の承認が得られなかったらどうす
るの？
　 先ず、ここで言う「政令」の効力を見てみましょう。自民党改憲案には
明確に書いていません。２０１２年の自民党改憲案には明確に法律と同じ
効力を持つと書いてありました。これに対して危険であるとの批判が多
かったので２０１８年改憲案はぼかしたものと考えられます。

　しかし，２０１８年の自民党改憲案の「政令」も法律と同じ効力を持つ
ものです。なぜなら、本来政令は法律の範囲内で制定されるものであり、
法律の細則を定める執行命令か、法律の委任による委任命令しか制定でき
ません（憲法７３条６号）。しかし、自民党案は憲法７３条６号の改正で
はなく、憲法７３条の２を新たに設けるとしているのでここでの政令は従
前の政令とは異なることになります。 そして、法律の代わりに制定される
こと、国会の事後の承認を必要とすることからすれば法律と同じ効力を持
つ政令であると考えられるのです。 通常の政令なら事後に国会の承認など
必要有りません。つまり、大日本帝国憲法の緊急勅令を復活させるもので
す。

　 そして「国会の承認を求めなければならない」と書いてあるだけで、承
認がない場合将来にわたって効力を失うとは書いてないので、承認が無く
ても効力は失いません。承認がないときは、内閣に政治的な責任が発生す
るだけです。大日本帝国憲法でさえ緊急勅令について議会の同意がない場
合は将来にわたって効力を失うと書いてありました（８条）。自民党案は
政府に対する国会の統制がまったく効かず、大日本帝国憲法よりも政府の
権限が強化される規定です。

質問５　緊急事態のとき国会議員の任期が変更でき
るみたいだけど、いつ平常に戻るの？
　正確には、大災害の時に、任期の特例を定めることが出来るとあり、自
動的に任期が変更されるわけではありません。自民党案では、任期延長を
予定していますが、任期延長の期間の定めや、任期延長を取り消す定めが
ありません。従って、任期を「１０年」でも「２０年」でも、大日本帝国

憲法の貴族院のように「終身」にすることも出来ます。それを国会の多数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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